特別交付税減額措置等に関わって地公部会が総務省と交渉ー3月16日

－住居手当については特別交付税の減額対象とせず－

　公務員連絡会地公部会は、３月16日、総務省から「特別交付税に関する省令」が公表されることから総務省交渉を行い、１月14日に小川政務官に申入れを行った事項（自治労情報2010第10号参照）についての説明を求めた。 

　交渉には、公務員連絡会から藤川地公部会事務局長をはじめ地公部会幹事が、総務省からは財政課の中野理事官が対応した。 

中野理事官は、「本日、『特別交付税に関する省令』の改正を別紙の通り公表した。手当に関わる事項はすべて省令事項として改正すべき点については改正した」としつつ、以下の通り説明した。 

(1)2009年度特別交付税の3月交付分の総額については、昨年と比べて2.7％の増額となっている。 

（2）住居手当については、国家公務員と地方公務員の住居環境が異なることを勘案し、減額の対象としなかった。 

(3)期末・勤勉手当については、①国の支給割合（4.15月）もしくは当該道府県の人事委員会勧告の支給割合を超過して支給した額、②マイナス勧告にともなう給与の年間調整措置を実施せず、減額しなかった額を合計し、その合計額を過大に支給される給与の額とする、③特例条例により月例給の特例減額を実施している自治体では、過大に支給される給与額から、特例減額による削減額を控除し、超過する額について特別交付税の減額対象とする。 

ただし、給与の年間調整措置の実施については、各自治体の事情を聞いて対応しており、年間調整を実施しない場合でも、ラスパイレス指数の全国平均を下回る自治体は、年間調整措置と同等の効果が生じると認められる措置として、年間調整措置を実施しない自治体の対象から外している。 

(4)寒冷地手当の支給にかかる特別交付税の減額分は、国家公務員の支給割合を超えた支給割合を用いている道府県について、超過して支給した額に0.5（2008年度0.3）を乗じて得た額をとする。 

(5)地域手当については、国家公務員の支給割合を超えた支給割合を用いている道府県、また、支給対象となっていない地域で支給している道府県については、超過して支給した額に0.7（2008年度0.5）を乗じて得た額とする。 

　これらを受け、地公部会としては、財政制度を通じた国の関与については容認できないことであり、来年度にむけて今後も取り組みを強化していくこととしている。

以　上

